
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 公債費とは、毎年の借金返済です。 

 

●２００８年度予算額    ●昨年度と比較すると・・・ 

        

公債費 ７５３億円   △増 ８２億３８２９万円 

民生費 １３２０億円  ▼減  ５億４４４７万円 

土木費 １０８９億円  ▼減 ８６億５３４１万円 

教育費  ５１０億円  ▼減  １億８７２６万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２００８年度の当初予算は、一般会計で約５５０２億円

と、昨年度とほぼ同額の規模です。企業会計は下水道事業

会計が増になったものの、老人保険特別会計の廃止により

特別会計は約５２７億円減少し、全会計の予算規模は、対

前年比で１９４億円（１・７％）の減、総額１兆１６０４

億となり、４年ぶりの減少。 

 

今年度は、温暖化対策行動元年と位置付け、２０５０年

に「ＣＯ２」の排出量を７０％削減する目標を掲げ、地球

温暖化対策など地球環境を守る取り組みをする予算が約

２１億円上されています。 

 

市は、平成１６年（２００４年）から第二次健全化計画

に基づく市財政の健全化に努めてきましたが、平成１９年

９月に発表された中期財政収支見通しでは、名目経済成長

率を「０％」で試算すると、平成２３年度には６９５億円

の財源不足が生じるとし、受益者負担と扶助費の見直しを

柱にした次期財政健全化計画（平成２０年度～平成２３年

度）を発表。新年度予算に反映されています。 

 

 

 

広島市は、新年度から４年間にわたり毎年、退職手

当債４０億円、行政改革事業推進債４０億円の合計８

０億円を発行し財源不足を補います。この新しい二つ

の市債は、国からの交付税減額により、奪われた地方

の財源不足を解消するために制度化されました。 

人件費削減や行革で、市民サービス低下と市民負担

を増やす計画を立てた自治体にだけ許可された市債

で、国が自治体にしばりをかけるものです。 

 

今こそ、道路特定財源を一般財源化し、福祉や教

育にも自由に使えるように見直し、家計を支援する

財源を確保すべきです。 

市の平成２０年度予算の道路特定財源は約１２１

億円。本則分が約６４億円、暫定税率分は約５６億

円です。道路特定財源の殆どがこれまでの道路建設

の借金返済に充当されています。 

退職手当債 

 団塊の世代の大量定年退職に伴い、平成２７年度

までの特例措置として発行が認められた地方債。

「定員管理・給与適正化計画」の作成により、将来

の人件費の削減により償還財源が確保できる事が

条件。今年度は中途退職も含めて４０６人が退職。
 
 

行政改革推進事業債 

 数値目標を設定して計画的な行政改革をすすめ、

財政健全化に取り組む自治体に発行が認められた

地方債。行革により削減する効果額が借入額とな

る。 

○ 市債実質残高見込み 

２００７年度末  ７７００億７３７１万円 

 

    

 

 

 

２００８年度末  ７５３４億２１７２万円 

１６６億円

減 少 

民生費
24%

土木費
20%

公債費
14%

教育費
9%

その他
33%

2008年度歳出 
一般会計予算

５５０２億円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算案のおもな内容をお知らせします。 

● 議会  

・海外視察  議員３９人分    ３１２０万円

新・政務調査費の外部審査       ４８０万円

  第三者機関を設置し、公認会計士が政務調査費の

使途基準の適正さを審査する。 

 

● 平和 

・平和記念公園内に、旧中島地区の様子を伝える説明

板を設置              １０７万円

新・Ｇ８下院議長会議への支援     ５００万円

新 ・記念コンサート         ５００万円

新 ・歓迎の市民合唱         １２６万円

・文化財保存事業補助        ３４４０万円

（東照宮唐門・翼廊保存修理）       

・被爆実態調査・研究        ４３７３万円

市内３万人の原爆体験者に健康意識調査を実施、精

神的影響の解明を行なう 

・原爆ドームの保存         ３７１２万円

（健全度調査・耐震対策） 

 

● 介護 

・ 包括支援事業         ８億７１６万円 

（４１箇所の地域包括支援センターの内、人口の

多い８箇所に１１名の職員を増員）    

・重度心身障害者介護保険利用負担助成       

２億８４３７万円

・特別養護老人ホーム整備補助  ２億２８６９万円

春日野園（新設）定員８０人  

安佐南区山本新町２丁目 開設２０年度 

・介護老人保険施設への転換整備補助 ７５００万円

医療制度改革により病院や診療所の介護型療養

病床が２３年度末までに廃止となるため、３病

院１５０床を介護老人保険施設に転換するに為

に要する整備費補助 

 

● 子育て 

新・次世代育成支援対策推進法に基づき子育て支援に

関するニーズ調査（18000 世帯）  ４５８万円

・常設オープンスペース事業      ２９２万円

新設（安佐南区）・継続（東区・佐伯区）   

・妊婦健康健診         ２億５３３０万円

公費負担を２回から５回に拡大（７月実施）  

・こんにちは赤ちゃん事業       ７２０万円

・思春期保健対策事業          １４万円

各区に１校モデル的に開催 

・保育園の整備         ２億６８１３万円

   なかよし保育園の老朽増改築  

定員９０人→１２０人へ 

新・ホリデー里親事業          １６万円

● 医療 

・肝炎対策事業            １９０８万円

２０歳以上の希望者にウィルス検査を無料実施 

新・夜間救急診療所の整備・運営  １億６３５５万円

大人を対象に内科の軽症患者を準夜帯に受け入れ

る。健康づくりセンター内（中区千田町）に整備、

２１年３月開設 

 

新・総合リハビリテーションセンターの運営 

   中途障害者の社会復帰を促進するため、相談・医

療・訓練・就労支援を実施 

・身体障害者更生相談所 ３月開所 ５９８０万円

・リハビリテーション病院 ４月開所  

     ２１億３５８０万円

     回復期リハビリテーション病棟 ５０床 

     一般病棟 （７月開所）    ５０床 

・自立訓練施設（４月開所）  ２億４９９８万円

     機能訓練 定員６０人 

 

新・後期高齢者医療制度の運営 

・広島県後期高齢者医療広域連合への納付金    

９５億２３７６万円

・療養給付費などに対する負担金         

７０億９６４７万円

新・後期高齢者の健康審査       ５８１７万円

７５歳以上は無料 

 

新・はり・きゅう施術費の支給     ４６２２万円

新・特定健康診査         ３億７８２６万円

（内臓脂肪型肥満に着目した診査と保健指導）   

 

● 障害者 

新・障害者の能力開発事業       ６６３万円 

新・障害者自立支援法の見直しにむけた緊急措置    

１億８４６６万円 

   低所得者世帯、障害者世帯への利用者負担の軽減。

事業者の経営基盤を強化を図るため、通所サービ

ス単価の引き上げ 

 

・重度心身障害者療養援護金支給 １億５７０７万円 

６５歳から６９歳までの入院時の療養援護金増額 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・若草町地区市街地再開発  １１億７９２０万円 

・広島駅南口Ｂブロック市街地再開発組合への補助      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 環境 

・アスベスト対策       ３億５７２９万円

集会所など９施設の除去 

新・白熱灯一掃キャンペーン       ６４万円

   電球型蛍光灯に交換し８割の消費電力節減  

新・省エネアドバイザーの養成      ２７万円

新・カーボンオフセットの仕組みづくり  １９万円

市民・企業と連携しＣ０２削減の取り組み 

新・インターネットを活用したエコライフ推進 

２２８万円

新・バイオディ－ゼル燃料をしたゴミ収集車を導入

５４２万円

新・事業者の排出する温室効果ガス削減の検討   

９２８万円

新・日独米気候政策自治体パートナーシップ参加 

１６３万円

新・環境・エネルギーに関する技術等の動向調査  

１２７万円

新・住宅環境性能向上促進補助   ５０００万円

   太陽光発電システム、断熱構造化工事を自宅に

行なう場合に一件あたり５万円補助する 

 

新・レジ袋の削減等の取り組み     ９４万円

・家庭系廃食用油の回収モデル実験により減量プログ

ラムを見直す           ２３４万円

・環境関連製品の技術開発補助   １０００万円

（補助率は経費の 2/3 以内）   

 

●経済 

○新・中小企業のＩＴ経営化支援事業   ５９４万円

○新 ・産業支援サービス業集積拠点形成事業     

３４９１万円

・ 企業立地促進補助事業    ５億８７１６万円

  市外から進出する企業に固定資産税相当額を補助

する期間を５年に延長 

○新・中小企業一般振興融資等預託貸付け １４９億円

  障害者雇用支援資金、男女共同参画、子育て支援

資金融資制度の創設 融資限度額 ７０００万円,

利率１．６％（一般）・１，３％（特別） 

 

●建設 

・新球場建設の推進 

球場の本体工事      ８２億７６８１万円

水道・電気等の配管工事負担金         

４億７３２５万円

初度備品 （ロッカー・椅子）     ２億円

暫定駐車場の整備 ４１０台   ５６００万円

新球場歩行者通路整備（用地取得・建設工事）  

７億５２５５万円

新球場周辺道路整備 （広島駅から球場まで）  

５億１５００万円

●交通 

新・自動車専用レーンの導入検討     １００万円

・ＬＲＴ都市サミット開催準備      ６５万円

・地域主体の乗合タクシー導入支援   １３２万円

 

●道路 

・高速１号線 工事影響補償       １２５０万円

・高速２号線 高架橋上・下部工事      ４５億円

・高速３号線 高架橋上・下部工事         

１７億３７５０万円

・高速５号線                ５億円

温品ジャンクション部高架橋工事        

・若草町地区市街地再開発    １１億７９２０万円

・広島駅南口Ｂブロック市街地再開発組合への補助 

           ５億１０００万円

・段原東部地区再開発事業   ５４億９９９６万円

 

●港湾・河川・防災  

・出島産業廃棄物埋立て護岸の整備負担金      

８億７５００万円

・高潮対策の負担金           １３００万円

・ 洪水ハザードマップ        １２００万円

（水内川ほか２河川）           

・急傾斜地崩壊防止対策（４８箇所）        

５億１２８０万円

新・携帯電話等位置情報通知システム  ２３７３万円

新・安佐北区消防署可部地区出張所建設       

１億２１１５万円

新・地球環境に配慮した署所の管理    ５５２万円

 

●観光 

新・Ｇ８下院議長会議平和記念公園ライトアップ 

２２９万円

新・民間ＶＩ活動推進事業         ４３万円

観光振興に貢献する企業の認定・表彰 

新・ひろしまライトアップ事業     ２５８０万円

●住まい 

・ 基町市営住宅（１１２戸）の改善  

１０億８４１３万円

・ 空家修繕（年間４００戸）その他の補修 

４億５９９１万円

・柱梁構造の市営住宅の耐震診断（１０棟）     

１９５０万円

新・住宅建材再利用・耐震建替え補助  ２５０万円

（補助額５０万円の定額）          

新・住宅耐震改修補助         １５０万円

（補助額３０万円以内）           

新・建築物総合環境性能評価システムの整備     

４１０万円



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●教育 

新・太陽光発電システムの導入 

市立大学（１００KＷ）への設置工事    １億円

小学校（山本第二・深川）設備設計 １００万円

中学校（段原・戸山）設備設計    １００万円

新・地球環境に配慮した学校施設整備の推進      

３１８万円

雨水タンクの設置・壁面緑化 ２校を予定 

 

・校舎耐震化対策          ６９２０万円

耐震診断（小学校１０校・中学校１校）    

・校舎の補強工事立案・評価   １億５０７０万円

（小学校 1０校・中学校８校）    

・耐震補強工事実施設計 （小学校９校）  １億円

・屋内運動場耐震化対策       １１８０万円

（小学校５校・中学校３校） 

       

・特別支援学校整備           １６９１万円

 

・少人数教育推進         ６億４０３７万円

小学校６５人・中学校３２人の教師を市費で雇用

小学校１年生から３年生と中学１年生を、３５人

以下学級にする。 

 

・ひろしま型カリキュラムの導入    ６００９万円

 

・ 特別支援教育アシスタント増員      

１億６０６０万円

・特別支援学校自立活動支援事業     ５９４万円

  

新・規範性をはぐくむ教育の推進事業    ３１万円

（道徳の指導力向上）            

新・公立小・中学校の適正配置検討     ８７万円

・英語指導の充実         １億３０５９万円

 （指導助手２４人）           

・学校における食育の推進         １２万円

・スクールカウンセラー活用事業  １億２５５４万円

（中学校・高等学校７０校）          

 

●放課後 

・留守家庭子ども会の開設時間の延長  ２４４０万円

土曜日１.５時間、長期休業中２.５時間の延長   

・ 放課後プレイスクール事業     １５５３万円

 ７ヶ所→８ヶ所に拡大        

活動時間に応じ支援上限額を１５１万円→最大４

４９万円まで引き上げ 

 

・児童館整備 （古市・大町・段原）         

１億６７８２万円 

●下水道 

新・市街化区域外汚水処理施設整備   ５億５２１０万円

・浸水対策             ６５億７７９０万円

 

▼使用料・手数料の引き上げ          

・ 駐車場の有料化（総合屋内プール１２月実施） 

    ３８４１万円

・看護専門学校の授業料          ３２６万円

・ 下水道使用料（２０立方ｍで月に７５円引き上げ） 

８億１９５７万円

・墓地使用料            ３億７６７７万円

・国際青年会館使用料            １０万円

▲手数料の引き下げ 

・複写交付手数料の引き下げ        １１５万円

図書館・江波山気象館・交通科学館 

郷土資料館・公文書館              

●次期財政健全化計画（平成２０度～平成２３年度） 
 

 歳入確保 
 
① 税収入等の確保            ３７億円 

・市税、国民健康保険料、介護保険料、保育料、住宅使用料

の収納率向上を図る 

② 受益者負担の適正化                    １１億円 

・使用料、手数料の減免制度の抜本的見直し 

・市営住宅墓地の再整備による使用料の改定 

・公共施設等の駐車場の有料化 

・家庭ゴミの有料化 

③ 未利用地等の売却推進と市有資産の有効活用      

２６億円 

・段原再開発事業用地（西部地区）の売り払い 

・印刷物や刊行物、ホームページ等に広告掲示 

④ 退職手当債・行政改革推進債          ３２０億円 

⑤ 土地開発資金・地域福祉基金の取り崩し ５７億円 

 

歳出削減 
 
① 人件費の削減                     ２０億円 

・平成２２年度まで全会計で７％、約８５０人を削減 

・時間外勤務の削減 

② 事務事業の見直し                  ３８億円 

・扶助費の見直し 

・公共施設における維持管理経費の削減 

・補助金、負担金の見直し 

③ 投資的経費の縮減                 １２０億円 

④ 公債費負担の軽減                    ９億円 

・高金利で借り入れた市債を繰上げ償還し、低金利で借り替

え 

⑤ 特別会計・企業会計の見直し         ５４億円 


